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第２部 講演内容

３．リハビリ工法の定量的な設計方法
ひび割れ注入工法 『リハビリシリンダー工法』
表面含浸工法 『プロコンガードシステム』
表面被覆工法 『リハビリ被覆工法』
断面修復工法 『リハビリ断面修復工法』
内部圧入工法 『ASRリチウム工法』
内部圧入工法 『リハビリカプセル工法』

４．リハビリ工法による定量的かつ主体的な補修
リハビリ工法による塩害補修

潜伏期・進展期・加速期・劣化期
リハビリ工法によるASR補修

潜伏期・進展期・加速期・劣化期



３．リハビリ工法の定量的な設計方法
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コンクリート構造物の補修は定量的に行うべき

【定量的とは】

例えば、
・塩害による鉄筋露出が生じている ⇒ 断面修復
・ASRによるひび割れが生じている ⇒ ひび割れ注入＋表面含浸

これらは決して間違った判断ではない。選択肢としてはあり得る。
ただ、これらの判断は定量的であると言えるか？
この対策工法で十分か否かの根拠はあるか？
原因と程度によって、補修工法に要求される性能が変化する。

重要なのは、
『定量的な調査診断結果に基づいた要求性能の設定』

と、それを根拠とした工法選定。
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NETIS：CG-110017-A

３．１ ひび割れ注入工法
『リハビリシリンダー工法』
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【リハビリシリンダー工法の補修数量算出】

必要な調査項目
・ひび割れ幅、ひび割れ延長、ひび割れ深さ
・遊離石灰の有無

浸透拡散型亜硝酸リチウム（プロコン40）の注入量
・平均ひび割れ幅×深さ×延長×密度（×ロス率※）
・密度＝1250kg/m3 ロス率＝30％

・ひび割れを亜硝酸リチウムで満たすための使用量設定
・塩化物イオン濃度やアルカリ総量に応じた設定ではない

超微粒子セメント系注入材（本注入）の注入量
・平均ひび割れ幅×深さ×延長×密度（×ロス率）
・密度＝1000kg/m3 ロス率＝50％

※設計値はロス率を含まない数量とし、積算時にロス率を見込む
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【浸透拡散型亜硝酸リチウムの供給範囲イメージ】

・浸透拡散型亜硝酸リチウムの注入量はひび割れ体積相当とする
・ひび割れ原因の腐食鉄筋周囲にも広がるが、数量を明確に計上

することが困難なため、ロス率に含めることで対応する
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【リハビリシリンダー工法の積算】

概算工事費の例

ひび割れ幅
（mm）

ひび割れ深さ
（mm）

延長
（m）

施工費
（円）

施工費
（円/m）

0.2～1.0 100 100 1,100,000 11,000

1.0～2.0 200 100 1,400,000 14,000

2.0～5.0 300 100 2,300,000 23,000

・コンクリートメンテナンス協会標準歩掛による材工の直接工事費
・労務費はH28年度広島県単価



３．２ 表面含浸工法
『プロコンガードシステム』
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NETIS：CG-150013-A
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【プロコンガードシステムの補修数量算出】

必要な調査項目
・施工面積
・塩化物イオン濃度分布（塩害の場合）
・ひび割れ、浮き・はく離などの施工面の変状の有無

亜硝酸リチウム系含浸材（プロコンガードプライマー）の塗布量
・一般仕様 施工面積×標準塗布量（×ロス率※）
・標準塗布量＝0.3kg/m2 ロス率＝10％

・塩化物イオン濃度に応じた塗布量の設定も可能（塩害の場合）

けい酸リチウム系含浸材（プロコンガード）の塗布量
・施工面積×標準塗布量（×ロス率※）
・標準塗布量＝0.1kg/m2 ロス率＝10％

※設計値はロス率を含まない数量とし、積算時にロス率を見込む



11

【塩化物イオン濃度に応じた亜硝酸リチウム系含浸材の塗布量】

劣化機構 ： 塩害
設計に必要な値 ： 塩化物イオン濃度

亜硝酸リチウムの目標含浸深さ
（鉄筋かぶりを目安として）

亜硝酸リチウム必要量の設計 ⇒ 塩化物イオン濃度に応じて設定する
[ NO2

－ ] ／ [ CI－ ] モル比＝ 1.0となる量

【設計上の仮定】
コンクリート表面から目標含浸
深さまで亜硝酸イオンを均一
濃度で分布させる

【塗布可能量】
標準塗布量 ： 0.3kg/m2

～
限界塗布量 ： 0.6kg/m2
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【計算例】
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例① 目標含浸深さ30mmの場合

塩化物イオン
濃度

（kg/m3）
2.7 3.0 4.0 5.0 5.4

亜硝酸ﾘﾁｳﾑ系
含浸材の塗布量

（kg/m2）
0.30 0.34 0.45 0.56 0.60

【塩化物イオン濃度に応じた亜硝酸リチウム系含浸材塗布量の算定】

例② 目標含浸深さ50mmの場合

塩化物イオン
濃度

（kg/m3）
1.6 2.0 3.0 3.2

亜硝酸ﾘﾁｳﾑ系
含浸材の塗布量

（kg/m2）
0.30 0.37 0.56 0.60
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【プロコンガードシステムの積算】

概算工事費の例

仕様

亜硝酸ﾘﾁｳﾑ系
含浸材

「ﾌﾟﾛｺﾝｶﾞｰﾄﾞﾌﾟﾗｲﾏｰ」
塗布量（kg/m2）

けい酸ﾘﾁｳﾑ系
含浸材

「ﾌﾟﾛｺﾝｶﾞｰﾄﾞ」
塗布量（kg/m2）

施工
面積
（m2）

施工費
（円）

施工費
（円/m2）

標準 0.3 0.1 100 490,000 4,900

限界 0.6 0.1 100 600,000 6,000

・コンクリートメンテナンス協会標準歩掛による材工の直接工事費
・労務費はH28年度広島県単価



３．３ 表面被覆工法
『リハビリ被覆工法』
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【リハビリ被覆工法の補修数量算出】

必要な調査項目
・施工面積
・塩化物イオン濃度分布（塩害の場合）
・ひび割れ、浮き・はく離などの施工面の変状の有無

亜硝酸リチウム系含浸材（プロコンガードプライマー）の塗布量
・施工面積×標準塗布量（×ロス率※）
・標準塗布量＝0.3kg/m2 ロス率＝3％

亜硝酸リチウム含有ポリマーセメントペーストの塗布量
・施工面積×塗布厚さ×密度（×ロス率※）
・標準厚さ＝2.0mm 密度＝2,000kg/m3 ロス率＝3％

・塩化物イオン濃度に応じた塗布厚さの設定も可能（塩害の場合）

上塗り材（例；高分子系浸透性防水材）の塗布量
・施工面積×標準塗布量（×ロス率※）
・標準塗布量＝0.25kg/m2 ロス率＝5％
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【塩化物イオン濃度に応じた
亜硝酸リチウム含有ポリマーセメントペーストの塗布厚さ】

劣化機構 ： 塩害
設計に必要な値 ： 塩化物イオン濃度

亜硝酸リチウムの目標含浸深さ
（鉄筋かぶりを目安として）

【設計上の仮定】
コンクリート表面から目標含浸
深さまで亜硝酸イオンを均一
濃度で分布させる

【塗布可能量】
標準塗布厚さ ： ｔ＝2mm

～
限界塗布厚さ ： t＝5mm程度

亜硝酸リチウム必要量の設計 ⇒ 塩化物イオン濃度に応じて設定する
[ NO2

－ ] ／ [ CI－ ] モル比＝ 1.0となる量
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例① 目標含浸深さ50mmの場合

塩化物イオン
濃度

（kg/m3）
3.6 4.0 5.0 6.0 6.5

亜硝酸ﾘﾁｳﾑ含有
ﾍﾟｰｽﾄ塗布厚さ

（mm）
2 3 4 5 5

例② 目標含浸深さ70mmの場合

塩化物イオン
濃度

（kg/m3）
2.5 3.0 4.0 4.7

亜硝酸ﾘﾁｳﾑ含有
ﾍﾟｰｽﾄ塗布厚さ

（mm）
2 4 5 5

【塩化物イオン濃度に応じた
亜硝酸リチウム含有ポリマーセメントペーストの塗布厚さ】
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【リハビリ被覆工法の積算】

概算工事費の例

仕様（標準） 塗布量
施工
面積
（m2）

施工費
（円）

施工費
（円/m2）

1層目
亜硝酸ﾘﾁｳﾑ系含浸材
『ﾌﾟﾛｺﾝｶﾞｰﾄﾞﾌﾟﾗｲﾏｰ』

0.3kg/m2

100 1,050,000 10,5002層目
亜硝酸ﾘﾁｳﾑ含有
ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾍﾟｰｽﾄ

『RVﾍﾟｰｽﾄ』

4.0kg/m2

（ｔ＝2mm）

3層目
高分子系浸透性防水材

『ｱｲｿﾞｰﾙEX』
0.25kg/m2

・コンクリートメンテナンス協会標準歩掛による材工の直接工事費
・労務費はH28年度広島県単価



３．４ 断面修復工法
『リハビリ断面修復工法』
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【リハビリ断面修復工法の補修数量算出】

必要な調査項目
・施工面積（浮き・はく離・鉄筋露出面積）
・鉄筋かぶり深さ（はつり深さ）
・塩化物イオン濃度分布（塩害の場合）
・鉄筋腐食状況

部分断面修復
浮き、はく離、鉄筋露出範囲のコ
ンクリート脆弱部のみを修復する

全断面修復
塩化物イオンを含むコンクリートを
全てはつりとり、修復する
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【リハビリ断面修復工法の補修数量算出】

亜硝酸リチウム系含浸材（プロコンガードプライマー）の塗布量
・はつり面積×標準塗布量（×ロス率※）
・標準塗布量＝0.3kg/m2 ロス率＝3％

亜硝酸リチウム含有ポリマーセメントペーストの塗布量
・はつり面積×塗布厚さ×密度（×ロス率※）
・標準厚さ＝2.0mm 密度＝2,000kg/m3 ロス率＝3％

ポリマーセメントモルタル系断面修復材の使用量
・施工面積×修復厚さ×密度（×ロス率※）
・密度＝1,875kg/m3 ロス率＝18％（左官工法の場合）

断面修復材に混入する亜硝酸リチウム（PSL-40）の混入量

・塩化物イオン濃度に応じた混入量の設定が可能（塩害の場合）
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【断面修復材に混入する亜硝酸リチウム（PSL-40）混入量】

劣化機構 ： 塩害
設計に必要な値 ： 塩化物イオン濃度

【設計上の仮定】

ポリマーセメントモルタル系断面
修復材に亜硝酸イオンを均一
濃度で混入する

【混入可能量】
限界混入量の目安 ： 170kg/m3程度

亜硝酸リチウム必要量の設計 ⇒ 塩化物イオン濃度に応じて設定する
[ NO2

－ ] ／ [ CI－ ] モル比＝ 1.0となる量
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例① 塩化物イオン濃度に応じた混入量

塩化物イオン
濃度

（kg/m3）
3.0 5.0 7.0 10.0 15.0

断面修復材へ
の亜硝酸ﾘﾁｳﾑ
（PSL-40）混入量

（kg/m3）

11.3 18.8 26.3 37.3 56.0

【塩化物イオン濃度に応じた亜硝酸リチウム（PSL-40）混入量の算定】

例② NEXCO設計要領 第二集 橋梁保全編の記述

4-6 塩害対策
4-6-6 材料
断面修復材に防錆材を入れる場合には、亜硝酸リチウムを固形分で55kg/m3
混入させるとよい。

※ 亜硝酸リチウム固形分で55kg/m3 ⇒ 亜硝酸リチウム40％水溶液で137.5kg/m3
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【リハビリ断面修復工法の積算】

概算工事費の例
・はつり、鉄筋ケレン、鉄筋防錆処理あり
・施工面積10m2、はつり深さ50mm、延べ施工量0.5m3

・国土交通省標準歩掛による材工の直接工事費
・労務費はH28年度広島県単価

塩化物ｲｵﾝ
濃度

（kg/m3）

混入用亜硝酸ﾘﾁｳﾑ
「PSL-40」混入量

（kg/m3）

施工面積
（m2）

施工費
（円）

施工費
（円/m2）

3.0 11.3 10 1,213,000 121,300

5.0 18.8 10 1,240,300 124,000

10.0 37.3 10 1,305,050 130,500



３．５ 内部圧入工法（その１）
『リハビリカプセル工法』
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NETIS：CG-120005-A
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【リハビリカプセル工法の補修数量算出】

必要な調査項目（塩害の場合）
・施工面積、構造寸法
・鉄筋かぶり深さ
・塩化物イオン濃度分布
・ひび割れ、浮き・はく離などの施工面の変状の有無
・鉄筋腐食状況
・コンクリート圧縮強度

浸透拡散型亜硝酸リチウム系含浸材（プロコン40）の圧入量
・施工面積×圧入深さ×単位体積あたり圧入量（×ロス率※）
・圧入深さ＝75～150mm程度（鉄筋かぶりに応じて） ロス率＝5％

・単位体積あたり圧入量は塩化物イオン濃度に応じて設定（塩害の場合）

※設計値はロス率を含まない数量とし、積算時にロス率を見込む
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【塩化物イオン濃度に応じた
浸透拡散型亜硝酸リチウム（プロコン40）の圧入量】

劣化機構 ： 塩害
設計に必要な値 ： 塩化物イオン濃度（亜硝酸リチウム圧入量の設定）

鉄筋かぶり深さ（亜硝酸リチウムの目標圧入深さの設定）
コンクリート圧縮強度（設計圧入日数の算定）

【設計上の仮定】
コンクリート表面から目標圧入
深さまで亜硝酸イオンを均一
濃度で分布させる

【圧入可能量】
限界圧入量 ： 37kg/m3程度

（塩化物イオン10kg/m3相当）

亜硝酸リチウム必要量の設計 ⇒ 塩化物イオン濃度に応じて設定する
[ NO2

－ ] ／ [ CI－ ] モル比＝ 1.0となる量
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塩化物イオン濃度と亜硝酸リチウム設計圧入量との関係
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塩化物イオン
濃度

（kg/m3）
2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

浸透拡散型
亜硝酸ﾘﾁｳﾑ

（ﾌﾟﾛｺﾝ40）圧入量
（kg/m3）

7.5 14.9 22.4 29.9 37.3

【塩化物イオン濃度に応じた
浸透拡散型亜硝酸リチウム（プロコン40）の圧入量】

単位体積あたり圧入量は塩化物イオン濃度に応じて設定（塩害の場合）

※ リハビリカプセル工法（＝亜硝酸リチウム内部圧入工）の設計手順は
「３．６ ASRリチウム工法」にて詳細に紹介します。
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【リハビリカプセル工法の積算】

※ 亜硝酸リチウム圧入量、圧入日数などによって工事費が大幅に変わります。
個別案件毎にリハビリカプセル工法積算資料に準拠して積算する必要があります。
具体的な積算についてはコンリートメンテナンス協会へお問い合わせください。



３．６ 内部圧入工法（その２）
『ASRリチウム工法』
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【ASRリチウム工法の補修数量算出】

必要な調査項目（ASRの場合）
・施工面積、構造寸法
・アルカリ総量
・残存膨張量
・ひび割れ、浮き・はく離などの施工面の変状の有無
・鉄筋腐食状況
・コンクリート圧縮強度、静弾性係数

浸透拡散型亜硝酸リチウム系含浸材（プロコン40）の圧入量
・施工面積×圧入深さ×単位体積あたり圧入量（×ロス率※）
・圧入深さ＝部材寸法（部材全体） ロス率＝10％

・単位体積あたり圧入量はアルカリ総量に応じて設定（ASRの場合）

※設計値はロス率を含まない数量とし、積算時にロス率を見込む
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【アルカリ総量に応じた
浸透拡散型亜硝酸リチウム（プロコン40）の圧入量】

劣化機構 ： ASR
設計に必要な値 ： アルカリ総量（亜硝酸リチウム圧入量の設定）

部材構造寸法（亜硝酸リチウム圧入範囲の設定）
コンクリート圧縮強度、静弾性係数（設計圧入日数の算定）

【設計上の仮定】
コンクリート部材全体にリチウム
イオンを均一濃度で分布させる

【圧入可能量】
限界圧入量 ： 37kg/m3程度

（アルカリ総量11kg/m3相当）

亜硝酸リチウム必要量の設計 ⇒ アルカリ総量に応じて設定する
[ Li∔ ] ／ [ Na∔ ] モル比＝ 0.8となる量
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【ASRリチウム工法の補修設計】

① 対象構造物の劣化状況確認

② 設計圧入量の設定

③ 圧入孔の検討

④ 上限注入圧力の設定

⑤ 設計圧入日数の算出

⑥ 図面、数量、工事費

・圧縮強度、アルカリ総量を実測

・コンクリートのアルカリ総量から算出

・圧入孔間隔、圧入孔径

・コンクリートの圧縮強度から算出

・コンクリートの圧縮強度から算出

・設計成果品
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① 対象構造物の劣化状況確認

【調査結果の例】
圧縮強度低下なし
静弾性係数の低下あり
SEM観察より反応生成物あり
残存膨張量が無害

・コンクリートからコアを採取し、圧縮強度、静弾性係数、アルカリ総量を実測
・SEM観察、残存膨張量試験結果などにより、ASRリチウム工法の適用可否を
検討
・補修履歴の有無、浮き、はく離、ジャンカ等の不具合の有無を確認

劣化機構はASR
ただし膨張は収束傾向

ASRリチウム工法は不適

圧縮強度低下なし
静弾性係数の低下あり
SEM観察より反応生成物あり
残存膨張量が有害

劣化機構はASR
将来的にも膨張は進行

ASRリチウム工法は最適
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② 設計圧入量の設定

【アルカリ総量の推定】
・アルカリ総量試験が未実施の場合は、設計段階で
『アルカリ総量＝3.0kg/m3』と仮定

【亜硝酸リチウム設計圧入量の設定】
・アルカリ総量3.0kg/m3のとき、Li/Naモル比0.8となる
亜硝酸リチウム40％水溶液の必要量は『10.3kg/m3』

【施工時には】
・アルカリ総量に応じて設計圧入量が変わる
・施工時にあらためてコアを採取し、アルカリ総量を実測
したうえで、設計圧入量を最終決定する

・コンクリートのアルカリ総量から、亜硝酸リチウム設計圧入量を算定する

・設計圧入量は[Li]/[Na]モル比＝0.8となる量とする
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アルカリ総量と亜硝酸リチウム設計圧入量との関係
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【計算例】
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アルカリ総量
（kg/m3） 3.0 4.0 5.0 6.0

浸透拡散型
亜硝酸ﾘﾁｳﾑ

（ﾌﾟﾛｺﾝ40）圧入量
（kg/m3）

10.3 13.7 17.1 20.5

【アルカリ総量に応じた
浸透拡散型亜硝酸リチウム（プロコン40）の圧入量】

単位体積あたり圧入量はアルカリ総量に応じて設定（ASRの場合）
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③ 圧入孔の検討

【削孔径】
・油圧式圧入装置 ⇒ Φ20mm
・カプセル式圧入装置 ⇒ Φ10mm

【圧入孔間隔】
・圧入孔間隔が広い ⇒ 浸透距離が大 ⇒ 圧入時間が大
・圧入孔間隔が狭い ⇒ 圧入日数が小 ⇒ 削孔本数が大

⇒コンクリートの圧縮強度も考慮し、@750mmで検討

【削孔深さ】
・鉄筋かぶりの1.5倍以上を確保

⇒一般的には「部材厚－0.15m」とする

・削孔径 ⇒ 「φ20mm」（ダイヤモンドコアドリルによる）

・圧入孔間隔 ⇒ 「@500」 or 「@750」 or 「@1,000mm」の千鳥配置

・削孔深さ ⇒ 「部材厚さ－150mm」
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④ 上限注入圧力の設定

【注入圧力の初期値】
・コンクリート中の亜硝酸リチウムの浸透が得られる圧力
・コンクリート表面への過度な漏出がない圧力

⇒ 0.5MPaを基本とする

【注入圧力の上限】
・浸透が遅い場合には現場で注入圧力を上げることができる
・ただし、劣化したコンクリートに悪影響を与えない範囲まで
・上限注入圧力は構造物毎に定める

・注入圧力は、「0.5MPa～上限注入圧力」の範囲内とする

・上限注入圧力は、コンクリート引張強度の1/3と定める

推定引張強度＝圧縮強度の試験値／10

上限注入圧力＝推定引張強度／安全率
ただし、安全率；3
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⑤ 設計圧入日数の算出

【亜硝酸リチウムの浸透のしやすさ】
・コンクリートの劣化程度が著しいほど、亜硝酸リチウムは
浸透しやすい ⇒ 圧入日数は短くなる

・ASR劣化程度を示す指標として、圧縮強度、静弾性係数
の実測値を用いる

・コンクリート中の浸透は、
定常放射状流れのモデル

・コンクリート中の亜硝酸リチウムの浸透のしやすさは、コンクリートの劣化の
程度に影響を受ける。

・設計圧入日数は、「圧縮強度」、「静弾性係数」、「圧入量」、「圧入孔間隔」
および「コンクリート体積」をパラメータとして算出する。
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圧縮強度 静弾性係数

「劣化程度の指標」と「圧入に要した時間」との関係
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亜硝酸リチウム設計圧入日数の算出
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⑥ 図面、数量、工事費
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【ASRリチウム工法の積算】

※ 亜硝酸リチウム圧入量、圧入日数などによって工事費が大幅に変わります。
個別案件毎にASRリチウム工法積算資料に準拠して積算する必要があります。
具体的な積算についてはASRリチウム工法協会またはコンリートメンテナンス協会
へお問い合わせください。



４．リハビリ工法による
定量的かつ主体的な補修
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コンクリート構造物の補修は主体的に行うべき

【主体的とは】

例えば、
・ひび割れが発生している箇所 ⇒ ひび割れ注入を行う
・鉄筋が露出している箇所 ⇒ 断面修復を行う

これらは決して間違った判断ではない。選択肢としてはあり得る。
ただ、これらの判断は主体的であると言えるか？
現時点で起きている現象に対処しているだけ。
劣化は進行する。補修した箇所も劣化は進行する。

重要なのは、
『この構造物を今後どのように維持管理していくつもりか？』

というライフサイクルを考慮した維持管理シナリオの策定。



４．１ リハビリ工法による塩害補修
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①劣化因子の遮断
（コンクリート中への塩化物イオン，水，酸素の侵入を低減）

【表面含浸工法】 ・・・プロコンガードシステム
【表面被覆工法】 ・・・リハビリ被覆工法
【ひび割れ注入工法】 ・・・リハビリシリンダー工法

②劣化因子の除去
（既にコンクリート中に侵入した塩化物イオンを除去）

【脱塩工法】

③鉄筋腐食の抑制
（既に腐食が開始している鉄筋の腐食進行を抑制）

【電気防食工法】
【亜硝酸リチウム内部圧入工法】 ・・・リハビリカプセル工法

④コンクリート脆弱部の修復
（コンクリート浮き、はく離、鉄筋露出部の修復）

【断面修復工法】 ・・・リハビリ断面修復工法

【塩害の補修工法と要求性能】

塩害の補修工法選定
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【塩害の劣化過程】

●各劣化過程では何が起こっているのか？
●次の劣化過程に進行させないためには何をすればよいのか？
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１．潜伏期

【劣化の状態】
・外観上の変化は見られない
・腐食発生限界塩化物イオン濃度以下

⇒ まだ鉄筋腐食環境には陥っていない

【定量的な劣化指標】
・塩化物イオン濃度の測定値

⇒ 腐食発生限界未満であるか？
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１．潜伏期

【補修工法の主たる要求性能】
・塩化物イオンを侵入させない

（劣化因子の遮断）
⇒ 鉄筋の腐食環境をつくらない

【補修工法の選定】
・存置、経過観察、モニタリング
・劣化因子の遮断性を有する工法から選択

⇒ 表面保護工法
表面含浸工法（プロコンガードシステム）

・・・安価、モニタリング性が高い
表面被覆工法 （リハビリ被覆工法）

・・・ 美観性向上、遮塩性が高い

【備考】
・鉄筋周囲を腐食環境にさせないための予防保全
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【維持管理シナリオに応じた補修工法】

（１） 存置、経過観察

・現時点で何ら変状が生じていないので、しばらく様子を見る
・劣化予測にて腐食発生限界を超えるまでの期間に余裕がある場合
・定期的な塩化物イオン濃度測定

⇒ 点検、調査による継続的な状況把握

（２） 表面保護工を定期的に行う

・劣化因子を遮断して鉄筋腐食環境を作らないための予防保全
・適用する材料には耐用年数があるため、定期的に再補修を行う

⇒ 劣化因子遮断性を途切れさせない
⇒ 軽微な処置を繰り返すことで塩害劣化を顕在化させない

１．潜伏期
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２．進展期

【劣化の状態】
・外観上の変化は見られない
・腐食発生限界塩化物イオン濃度以上

⇒ 不動態皮膜の破壊、鉄筋腐食が開始

【定量的な劣化指標】
・塩化物イオン濃度の測定値

⇒ 腐食発生限界を超えているか？
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２．進展期

【補修工法の主たる要求性能】
・塩化物イオン、水、酸素をこれ以上

侵入させない
・鉄筋腐食の進行速度を抑制する

⇒ 鉄筋腐食を遅らせ、変状をできるだけ顕在化させない

【補修工法の選定】
・劣化因子の遮断性を有する工法から選択

⇒ 表面保護工法
表面含浸工法（プロコンガードシステム）

・・・安価、モニタリング性が高い
※ 一般的な表面含浸工法は基本的に適用範囲外

表面被覆工法 （リハビリ被覆工法）
・・・ 美観性向上、遮塩性が高い

⇒ 鉄筋腐食抑制という付加価値

【備考】
・ひび割れ等の変状を発生させないための予防保全
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【維持管理シナリオに応じた補修工法】

（１） 存置、経過観察

・現時点で何ら変状が生じていないので、しばらく様子を見る
・ただし鉄筋は腐食環境にあるため、将来的には変状が顕在化することを想定

⇒ 対策工実施の優先順位の検討

（２） 表面保護工を定期的に行う

・劣化因子を遮断して変状の顕在化を遅らせる
・適用する材料には耐用年数があるため、定期的に再補修を行う

⇒ 既に塩化物イオン濃度は腐食発生限界を超えているため、
鉄筋腐食抑制効果を併せ持つプロコンガードシステムや
リハビリ被覆工法が効果的

（３） 費用を投じて以後のメンテナンスをフリーとする

・脱塩工法 （塩化物イオンを除去して鉄筋腐食環境を改善）
・電気防食工法、亜硝酸リチウム内部圧入工法 （鉄筋腐食を根本的に抑制）
・全断面修復 （塩化物イオンを含むコンクリートを完全に除去）

⇒ 構造物の重要性や費用対効果、LCC等を十分に検討したうえで適用

２．進展期
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３．加速期前期

【劣化の状態】
・腐食ひび割れや浮きが発生
・錆汁が見られることもある

⇒ 既に鉄筋腐食が進行している

【定量的な劣化指標】
・鉄筋の腐食程度、腐食速度

⇒ 腐食度目視確認、自然電位や分極抵抗の測定値など
（塩化物イオン濃度は当然腐食発生限界を超えている）
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３．加速期前期

【補修工法の主たる要求性能】
①鉄筋腐食の進行速度を抑制する
②鉄筋腐食の進行を根本的に抑制する

⇒ これ以上の変状の進行、増大を防ぐ

【補修工法の選定】
①劣化因子の遮断性を有する工法から選択

⇒ 表面保護（リハビリ被覆工法）＋ひび割れ注入（リハビリシリンダー工法）
（必要に応じて部分断面修復工を併用）

②鉄筋腐食を根本的に抑制できる工法から選択
⇒ 電気防食工法 （塩分存在下でも鉄筋腐食を抑制）

亜硝酸リチウム内部圧入工法 （塩分存在下でも鉄筋腐食を抑制）
全断面修復工法 （塩分を含むコンクリートを完全に除去）

【備考】
・塩害による変状が顕在化している構造物は全て加速期前期以上
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【維持管理シナリオに応じた補修工法】

（１） ひび割れ注入、表面保護、部分断面修復など最小限の補修を定期的に行う

・劣化因子を遮断して劣化の進行速度を遅らせる
・既に鉄筋腐食が著しく進行しているため、これらの対策では早期に再劣化
・再劣化したら速やかに再補修を行うために、点検強化やモニタリングを併用
・外観変状がまだ比較的軽微な段階ではLCCでも有利となることもある

⇒ 補修のイニシャルコストを最小とし、再劣化と再補修を繰り返す維持管理
シナリオを選択するという考え方
各工法に鉄筋腐食抑制効果を併せ持つ各種リハビリ工法が効果的

（２） 鉄筋腐食の根本的な抑制という工学的判断に基づく対策

・電気防食工法 （鉄筋腐食を根本的に抑制）
・亜硝酸リチウム内部圧入工法 （鉄筋腐食を根本的に抑制）
・全断面修復 （塩化物イオンを含むコンクリートを完全に除去）

⇒ これらの工法を適用すれば、再劣化のリスクを限りなく低減できる
構造物の重要性や費用対効果を十分に検討したうえで適用

３．加速期前期
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【劣化の状態】
・ひび割れ本数、幅、長さの増大。
・コンクリートの浮き、はく離、はく落が見られる。

⇒ 鉄筋腐食が著しく進行し、その速度が最大

【定量的な劣化指標】
・鉄筋の腐食程度、腐食速度

⇒ 腐食度目視確認、自然電位や分極抵抗の測定値など
（塩化物イオン濃度は当然腐食発生限界を超えている）

４．加速期後期
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【補修工法の主たる要求性能】
・浮き、はく離、鉄筋露出などのコンクリート脆弱部を修復

⇒ 加速期後期では断面修復が必要な場合が多い
・鉄筋腐食の進行を根本的に抑制する

⇒ 鉄筋腐食を抑制し、構造物の性能低下を防ぐ

【補修工法の選定】
・鉄筋腐食を根本的に抑制できる工法から選択

⇒ 電気防食工法 （塩分存在下でも鉄筋腐食を抑制）
亜硝酸リチウム内部圧入工法（リハビリカプセル工法）

（塩分存在下でも鉄筋腐食を抑制）
全断面修復工法 （塩分を含むコンクリートを完全に除去）

【備考】
・加速期前期からさらに変状が進行し、耐久性能低下が著しい状態

４．加速期後期
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【維持管理シナリオに応じた補修工法】

（１） ひび割れ注入、表面保護、部分断面修復など最小限の補修を定期的に行う

・劣化因子を遮断して劣化の進行速度を遅らせる
・既に鉄筋腐食が著しく進行しているため、これらの対策では早期に再劣化
・再劣化したら速やかに再補修を行うために、点検強化やモニタリングを併用
・外観変状が甚大な段階ではLCCで劣ることもある

⇒ 残存供用年数が少ない場合などでは適用されることもある
再劣化と再補修を繰り返すたびに、保有性能は低下し続けることを認識
せめて、各工法に鉄筋腐食抑制効果を併せ持つ各種リハビリ工法を

（２） 鉄筋腐食の根本的な抑制という工学的判断に基づく対策

・電気防食工法 （鉄筋腐食を根本的に抑制）
・亜硝酸リチウム内部圧入（リハビリカプセル工法） （鉄筋腐食を根本的に抑制）
・全断面修復 （塩化物イオンを含むコンクリートを完全に除去）

⇒ これらの工法を適用すれば、再劣化のリスクを限りなく低減できる。
イニシャルコストでは高価となるがLCCでは優れる場合が多い

４．加速期後期
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４．加速期後期

例えば、
・ひび割れが発生している箇所 ⇒ ひび割れ注入を行う
・浮き、はく離、鉄筋露出箇所 ⇒ 断面修復を行う

それだけで十分ですか？

・断面修復した範囲の鉄筋は防錆される
・断面修復していない範囲の鉄筋は、以後も腐食

が進行する
・断面修復範囲以外で劣化が進行する

・せっかく補修しても別の箇所で再び補修が必要
な状況に陥る
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【リハビリ工法の組合せによる総合的な補修】

４．加速期後期

・ひび割れ ⇒ リハビリシリンダー工法
・浮き、はく離 ⇒ リハビリ断面修復工法
・それ以外の全範囲 ⇒ リハビリカプセル工法
・コンクリート表面全体 ⇒ プロコンガードシステム

・断面修復した範囲の鉄筋は防錆される
・断面修復していない範囲の鉄筋も防錆される
・以後の劣化因子の侵入も抑制される

再劣化リスクの低減
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５．劣化期

【劣化の状態】
・大規模なはく離、はく落。鉄筋の著しい断面減少。
・変位、たわみの発生。

⇒ 耐久性能だけでなく耐荷性能も低下

【定量的な劣化指標】
・鉄筋の断面減少率、構造物の耐荷性能

⇒ 断面の断面減少量測定値、たわみ測定値、
載荷試験結果など
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【補修工法の主たる要求性能】
・耐荷性、剛性の回復

⇒ 構造物の安全性を確保

【補修工法の選定】
・脆弱化したコンクリート部位を修復し、構造物の安全性を確保

⇒ 断面修復工法
断面修復工法＋補強（鋼板接着、外ケーブルなど）

【備考】
・そもそも、劣化期に陥るまで放置すべきではない

５．劣化期
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【維持管理シナリオに応じた補修工法】

構造物の安全性が損なわれている場合

維持管理シナリオを選択する余裕はない

工学的に必要と判断される対策を速やかに採るべき

５．劣化期
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技術資料P.74【参考 ： 塩害補修工法の比較の例 ・・・（加速期後期）】



74

【塩害で劣化したコンクリートの補修工法選定フローの例】 技術資料P.66

鉄筋腐食抑制を
考慮した予防保全



４．２ リハビリ工法によるASR補修

75
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①劣化因子の遮断
（外部からの水分の浸入を低減）

【表面含浸工法】 ・・・プロコンガードシステム
【表面被覆工法】 ・・・リハビリ被覆工法
【ひび割れ注入工法】 ・・・リハビリシリンダー工法

②ゲルの非膨張化
（アルカリシリカゲルの膨張性を消失、低減）

【亜硝酸リチウム内部圧入工】 ・・・ASRリチウム工法

③コンクリートの膨張拘束
（外部拘束によりASR膨張を物理的に抑制）

【部材接着工法・巻立て工法】

技術資料P.30

【ASRの補修工法の要求性能】

ASRの補修工法選定
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【ASRの劣化過程】 技術資料P.29

●各劣化過程では何が起こっているのか？
●次の劣化過程に進行させないためには何をすればよいのか？
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１．潜伏期

【劣化の状態】
・外観上の変化は見られない。

⇒ ゲル生成過程で、膨張までは至っていない

【劣化指標】
・外観上の変状の有無

⇒ 変状なし

【補修工法の主たる要求性能】
・水分をコンクリート内部へ侵入させない（劣化因子の遮断）

⇒ ASRゲルの吸水膨張を起こさせない

【補修工法の選定】
・劣化因子の遮断性を有する工法から選択

⇒ 表面保護工法
表面含浸工法（プロコンガードシステム）

・・・安価、モニタリング性が高い
表面被覆工法 （リハビリ被覆工法）

・・・ 美観性向上、遮塩性が高い

【備考】
・ASRゲルの吸水膨張反応が生じる前に行う予防保全
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【維持管理シナリオに応じた補修工法】

（１） 存置、経過観察

・現時点で何ら変状が生じていないので、しばらく様子を見る
・定期的な点検、外観目視調査

⇒ 点検、調査による継続的な状況把握

（２） 表面保護工を定期的に行う

・表面含浸工、表面被覆工などを定期的に行う
・水分を遮断してASRゲルの吸水膨張反応を防ぐために行う予防保全
・適用する材料には耐用年数があるため、定期的に再補修を行う

⇒ 劣化因子遮断性を途切れさせない

１．潜伏期
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２．進展期

【劣化の状態】
・ASRゲルの膨張が継続的に進行している
・コンクリート表面にひび割れが発生

⇒ ゲル生成過程から膨張過程へと移行

【定量的な劣化指標】
・残存膨張量 （将来的な膨張性の有無）

⇒ 例えばJCI-DD2法で0.05％、NaOH浸漬法で0.1％など
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２．進展期

【補修工法の主たる要求性能】

①残存膨張量が無害の場合
・現時点で生じている変状への対応

②残存膨張量が有害の場合
・水分をコンクリート内部へ侵入させない （劣化因子の遮断）
・ASRゲルの膨張性を消失、低減させる （ゲルの非膨張化）

⇒ ASRゲル膨張をこれ以上進行させない

【補修工法の選定】
・残存膨張量の有無を考慮して、劣化因子の遮断またはゲルの非膨張化

を図る工法を選択する
⇒ ひび割れ注入工法（リハビリシリンダー工法）

∔表面保護工法（プロコンガードシステム） （劣化因子の遮断）
亜硝酸リチウム内部圧入工法（ASRリチウム工法） （ゲルの非膨張化）

【備考】
・劣化過程が進展期の段階で残存膨張性が収束する場合もあり得る
・残存膨張性の有無に応じて対策方針を選択する
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【維持管理シナリオに応じた補修工法 （残存膨張量が有害の場合】

（１） 存置、経過観察

・変状が軽微な段階で耐久性能への影響が小さいうちはしばらく様子を見る。
・定期的な点検、外観目視調査による継続的な状況把握

⇒ 補修対策を実施するための管理限界の設定が必要

（２） ひび割れ注入工、表面保護工を定期的に行う

・水分を遮断してASRゲルの吸水膨張を可能な限り抑制する。
・適用する材料には耐用年数があるため、定期的に再補修を行う。

⇒ 劣化因子遮断性を途切れさせない
ゲル膨張抑制効果を併せ持つ各種リハビリ工法が効果的

（３） 費用を投じて以後のメンテナンスをフリーとする

・亜硝酸リチウム内部圧入工 （ゲルの非膨張化による根本的なASR補修）
・巻き立て工法、接着工法 （膨張拘束）

⇒構造物の重要性や費用対効果、LCC等を十分に検討したうえで適用

２．進展期
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３．加速期

【劣化の状態】
・ASRによる膨張速度が最大を示す。
・ひび割れ幅、ひび割れ密度が増大。

⇒ 最も活発にASR膨張が進行

【定量的な劣化指標】
・残存膨張量 （将来的な膨張性の有無）

⇒ 例えばJCI-DD2法で0.05％、NaOH浸漬法で0.1％など
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３．加速期

【補修工法の主たる要求性能】

①残存膨張量が無害の場合
・現時点で生じている変状への対応

②残存膨張量が有害の場合
・水分をコンクリート内部へ侵入させない （劣化因子の遮断）
・ASRゲルの膨張性を消失、低減させる （ゲルの非膨張化）

⇒ コンクリート構造物の性能をこれ以上低下させない

【補修工法の選定】
・残存膨張量の有無を考慮して、劣化因子の遮断またはゲルの非膨張化

を図る工法を選択する
⇒ ひび割れ注入工法（リハビリシリンダー工法）

∔表面保護工法（プロコンガードシステム） （劣化因子の遮断）
亜硝酸リチウム内部圧入工法（ASRリチウム工法） （ゲルの非膨張化）

【備考】
・劣化過程が加速期の段階で残存膨張性が収束する場合もあり得る
・残存膨張性の有無に応じて対策方針を選択する
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【維持管理シナリオに応じた補修工法 （残存膨張量が大きい場合】

（１） ひび割れ注入工、表面保護工を定期的に行う

・水分を遮断してASRゲルの吸水膨張を可能な限り抑制する。
・適用する材料には耐用年数があるため、定期的に再補修を行う。

⇒ ASR膨張速度が大きいため、短いサイクルでの再補修が必要
LCCで評価すると割高となることが多い

（２） ASR膨張の根本的な抑制という工学的判断に基づく対策

・亜硝酸リチウム内部圧入工（ASRリチウム工法）
（ゲルの非膨張化による根本的なASR補修）

・巻き立て工法、接着工法 （膨張拘束）
⇒ これらの工法を適用すれば、再劣化のリスクを限りなく低減できる

イニシャルコストでは高価となるがLCCでは優れる場合が多い

３．加速期



86

４．劣化期

【劣化の状態】
・ひび割れがさらに増大。段差やズレも生じる。
・鉄筋腐食、鉄筋破断、コンクリート強度の低下。

⇒ 耐久性能だけでなく耐荷性能にも影響

【定量的な劣化指標】
・残存膨張量 （将来的な膨張性の有無）
・構造物の耐荷性能、鉄筋破断の有無

⇒ 劣化期に至ると、既に膨張性が収束している



87

４．劣化期

【補修工法の主たる要求性能】
・鉄筋破断への対応、コンクリート強度低下への対応

⇒ 構造物の安全性を確保

【補修工法の選定】
・既に膨張は収束しているため、現時点で不足する性能を補うための対処

⇒ ひび割れ注入＋表面保護工 （鉄筋腐食を抑制）
断面修復工法
断面修復工法＋補強（鋼板接着、連続繊維補強、鋼材追加など）

【備考】
・そもそも、劣化期に陥るまで放置すべきではない
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【維持管理シナリオに応じた補修工法】

構造物の安全性が損なわれている場合

維持管理シナリオを選択する余裕はない

工学的に必要と判断される対策を速やかに採るべき

４．劣化期
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技術資料P.82【ASR補修工法の比較の例 ・・・（加速期）】
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【ASRで劣化したコンクリートの補修工法選定フローの例】 技術資料P.66



おわりに
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【あらためて、リハビリ工法とは】

・亜硝酸リチウムを用いた各種補修工法の総称

・劣化原因、劣化程度に応じた定量的な補修設計が可能

・将来予測、維持管理シナリオに応じた主体的な工法選定
が可能

・様々な場面で構造物の長寿命化に寄与することが可能

持続可能な社会の形成のために


